
  

  

  

  

  
                                       平成２１年６月１７日 

   各  位  

                      会 社 名 ＭＵＴＯＨホールディングス株式会社 

                     代表社名       取締役社長      佐藤 敏明 

                          （コード番号 ７９９９ 東証第１部） 

                      問合せ先    経営管理本部 部長 阿部 利彦 

                         （ＴＥＬ．０３－５７４０－８７００） 

   

  

  

（訂正）「平成２１年３月期 決算短信」の一部訂正について 

  

  

    平成２１年５月１５日に発表いたしました「平成２１年３月期 決算短信」の記載内容 

   に一部誤りがありましたので、下記のとおり訂正いたします。なお、訂正箇所は下線を付 

   して表示しております。  

  

  

記  

１．１８ページ 

   ４．連結財務諸表 

    連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

     （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法（イ）有形固定資産  

 【訂正前】  

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  

  

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

（イ）有形固定資産 

当社及び国内連結子会社は定率法（ただし、平成

10年４月１日以降取得した建物＜建物附属設備を

除く＞については定額法）を、在外連結子会社は

主として定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物   15～50年 

機械装置及び運搬具 ４～11年 

工具、器具及び備品 ２～８年 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

（イ）有形固定資産（リース資産を除く） 

  同左 



  

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

２．２８ページ 

    注記事項 （リース取引関係） 

           オペレーティング・リース取引  

【訂正前】  

（リース取引関係） 

  

（リース取引関係）  

【訂正後】

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

（イ）有形固定資産 

当社及び国内連結子会社は定率法（ただし、平成

10年４月１日以降取得した建物＜建物附属設備を

除く＞については定額法）を、在外連結子会社は

主として定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物   15～50年 

機械装置及び運搬具 ４～11年 

工具、器具及び備品 ２～８年 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

（イ）有形固定資産（リース資産を除く） 

当社及び国内連結子会社は定率法（ただし、平成

10年４月１日以降取得した建物＜建物附属設備を

除く＞については定額法）を、在外連結子会社は

主として定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物   10～50年 

機械装置及び運搬具 ４～11年 

工具、器具及び備品 ２～８年 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 オペレーティング・リース取引 

 （借主側） 

 未経過リース料 

 オペレーティング・リース取引 

 （借主側） 

 未経過リース料 

１年内 3,536千円

１年超 4,063千円

合計 7,599千円

１年内     5,704千円

１年超      9,262千円

合計      14,966千円

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。  

（減損損失について） 

 同左 

【訂正後】

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 オペレーティング・リース取引 

 （借主側） 

   未経過リース料  

  

１年内 3,536千円

１年超 4,063千円

合計 7,599千円

 オペレーティング・リース取引 

  オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに

係る未経過リース料  

 （借主側） 

１年内     6,864千円

１年超      12,065千円

合計      18,930千円

   （貸主側） 

１年内     36,000千円

１年超      5,516千円

合計      41,516千円

 （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありません。 

 （減損損失について） 

  同左  
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    注記事項 （退職給付関係） 

            ３．退職給付費用に関する事項  

【訂正前】  

（退職給付関係）  

３．退職給付費用に関する事項 

 （注） 厚生年金基金に対する従業員拠出額を勤務費用より控除しております。 

（退職給付関係）  

３．退職給付費用に関する事項 

 （注）１．厚生年金基金に対する従業員拠出額を勤務費用より控除しております。 

    ２．当連結会計年度より一部国内連結子会社において、退職給付債務の計算方法を簡便法から原則法に変更して

おります。 

    ３．期首における簡便法から原則法への変更による差額及び早期割増退職金は特別損失に計上しております。 

  

  
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

（１）勤務費用（千円）  230,462  223,806

（２）利息費用（千円）  147,271  150,579

（３）期待運用収益（千円）  △146,847  △122,043

（４）数理計算上の差異の費用処理額（千円）  133,242  128,264

（５）退職給付費用（千円）  364,129  380,606

【訂正後】

  
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

（１）勤務費用（千円）  230,462  223,806

（２）利息費用（千円）  147,271  150,579

（３）期待運用収益（千円）  △146,847  △122,043

（４）数理計算上の差異の費用処理額（千円）  133,242  128,264

（５）簡便法から原則法への変更による差額（千円） － 87,536 

（６）早期割増退職金（千円） － 50,598 

（７）退職給付費用（千円）  364,129 518,741 



４．３７ページ 

    注記事項 （セグメント情報)  

            ｃ．海外売上高  当連結会計年度   

【訂正前】  

（セグメント情報） 

ｃ．海外売上高   

 当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国又は地域は、次のとおりであります。 

(１)ヨーロッパ……………ベルギー・ドイツ・オランダ 等 

(２)北アメリカ……………アメリカ・カナダ 

(３)アジア…………………中国・韓国・台湾 等 

(４)その他の地域…………オセアニア・アフリカ 等 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域に対する売上高であります。  

（セグメント情報） 

ｃ．海外売上高   

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国又は地域は、次のとおりであります。 

(１)ヨーロッパ……………ベルギー・ドイツ・オランダ 等 

(２)北アメリカ……………アメリカ・カナダ 

(３)アジア…………………中国・韓国・台湾 等 

(４)その他の地域…………オセアニア・アフリカ 等 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域に対する売上高であります。 
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  注記事項 （関連当事者情報）  当連結会計年度   

【訂正前】  

 （関連当事者情報）   

 当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

  

（注）議決権の所有割合欄の（ ）内は、間接所有割合であります。   

  ヨーロッパ 北アメリカ アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（千円）  7,779,291  2,546,719  2,357,691  841,211  13,524,914

Ⅱ 連結売上高（千円）          26,338,877

Ⅲ 連結売上高に占める海外

売上高の割合（％） 
 29.5  9.7 9.0  3.2  51.3

【訂正後】

  ヨーロッパ 北アメリカ アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（千円）  7,779,291  2,546,719  2,357,691  841,211  13,524,914

Ⅱ 連結売上高（千円）          26,338,877

Ⅲ 連結売上高に占める海外

売上高の割合（％） 
 29.5  9.7 8.9  3.2  51.3

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金 
又は 

出資金 
（千円） 

事業の
内容又 
は職業 

議決権等
の所有 

(被所有) 
割合(％) 

関係内容
取引の
内容 

取引金額 
（千円） 科目 期末残高

（千円）役員の
兼任等 

事業上
の関係 

その他の

関係会社 

ＴＣＳホー

ルディング

ス㈱ 

東京都 
中央区 225,000 

不動産の

賃貸、株

式の所有

及び管理

38.4
（9.3） 

3 －

資金の貸

付、回

収  
300,000 

短期貸付

金 
－



 前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日）  

  関連当事者との取引の金額が僅少であるため、記載を省略しております。   

  

 当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

（追加情報） 

 当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号 平成18年10月17日）及び「関

連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号 平成18年10月17日）を適用しており

ます。 

 この結果、従来の開示対象範囲に加えて、連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引が開示対象に追

加されております。 

（１）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

（ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

該当会社であるＴＣＳホールディングス㈱については、「（イ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主

（個人の場合に限る。）等」に記載しております。 

  

（イ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。 

   ２．議決権の所有割合欄の（ ）内は、間接所有割合であります。 

   ３．当社役員 髙山芳之 及びその近親者が議決権の100％（間接所有を含む）を所有しております。 

   ４．取引金額は業務内容を勘案して、両社協議の上で決定しております。  

  

（２）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

（ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

該当会社であるＴＣＳホールディングス㈱については、「（ウ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主

（個人の場合に限る。）等」に記載しております。 

  

（イ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

該当会社である東京コンピュータサービス㈱他12社については「（ウ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要

株主（個人の場合に限る。）等」に記載しております。 

  

【訂正後】

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金 
又は 

出資金 
（千円） 

事業の
内容又 
は職業 

議決権等
の所有 

(被所有) 
割合(％) 

関係内容
取引の
内容 

取引金額 
（千円） 科目 期末残高

（千円）役員の
兼任等 

事業上
の関係 

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

を所有し

ている会

社等（当

該会社等

の子会社

を含む） 

ＴＣＳホー

ルディング

ス㈱ 

東京都 
中央区 225,000 

不動産の

賃貸、株

式の所有

及び管理

被所有

38.4 
（9.3） 

兼任

4名 
資本・業務

提携 
業務提携

料 20,400 － －



（ウ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等  

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金 
又は 

出資金 
（千円） 

事業の
内容又 
は職業 

議決権等
の所有 

(被所有) 
割合(％) 

関係内容
取引の
内容 

取引金額 
（千円） 科目 期末残高

（千円）役員の
兼任等 

事業上
の関係 

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

を所有し

ている会

社等（当

該会社等

の子会社

を含む） 

ＴＣＳホー

ルディング

ス㈱ 

東京都 
中央区 225,000 

不動産の

賃貸、株

式の所有

及び管理

被所有

38.4 
（9.3） 

兼任

4名 

不動産賃借 賃借料 16,384 未払金 44

－
資金の貸

付、回収
300,000 

短期貸付

金
－

－
貸付金利

息 1,023 －  －

東京コンピ

ュータサー

ビス㈱ 

東京都 
中央区 100,000 

システム

インテグ

レーショ

ンサービ

ス、シス

テムコン

サルティ

ング、ソ

フトウェ

ア開発、

他 

被所有

0.3 
兼任

4名 

システム開

発の受託 
業務受託

料 482,309 売掛金 64,377

システム開

発の委託 
業務委託

費 173,746 未払金 24,531

アンドール

㈱ 
東京都 
中央区 501,889 

設計製造

業向けア

プリケー

ション開

発、他 

被所有

0.1 
（0.0） 

兼任

2名 
3Dプリンタ

等の販売 
売上高 12,359 売掛金 3,676

㈱アイレッ

クスインダ

ストリアル

ソリューシ

ョンズ 

東京都 
中央区 50,000 

ネットワ

ークシス

テム開

発・設

計・構築

保守・運

用業務 

－
兼任

2名 

システム開

発の受託 
業務受託

料 17,572 売掛金 3,103

システム開

発の委託 
業務委託

費 13,335 買掛金 1,249

インターネ

ットウェア

㈱ 

東京都 
豊島区 80,000 

インター

ネット関

連業務の

企画・開

発 

被所有

0.4 
兼任

2名 
ネットワー

ク利用料 
業務委託

費 10,190 未払金 1,659

エヌ・テ

ィ・ティ・

システム開

発㈱ 

東京都 
豊島区 100,000 

情報通信

システ

ム、事務

アプリケ

ーション

システム

の設計・

開発 

被所有

1.2 
（0.2） 

兼任

3名 
システム開

発の受託 
業務受託

料 17,507 売掛金 2,003

キャリアス

タッフネッ

トワーク㈱ 

東京都 
豊島区 100,000 

一般労働

者派遣事

業、採用

活動に関

するコン

サルティ

ング、企

画、業務

代行 

所有

10.0 
被所有 

0.1 

兼任

2名 
システム開

発の委託 
業務委託

費 60,557 未払金 4,488

コンピュー

トロン㈱ 
群馬県 
前橋市 98,000 

ソフトウ

ェア、フ

ァームウ

ェア、ハ

ードウェ

アの設

計・開発

被所有

0.5 
（0.0） 

兼任

2名 

システム開

発の受託 
業務受託

料 76,803 売掛金 10,258

システム開

発の委託 
業務委託

費 58,901 未払金 4,578

コムシス㈱ 
神奈川県 
横浜市  100,000 

マルチメ

ディアや

移動体通

信等のシ

ステム開

発 

被所有

0.5 
兼任

2名 
システム開

発の受託 
業務受託

料 28,873 売掛金 8,146



 （注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。 

   ２．上記の金額のうち、期末残高には消費税等が含まれております。  

   ３．議決権の所有割合欄の（ ）内は、間接所有割合であります。 

   ４．取締役 髙山芳之は近親者及びＴＣＳホールディングス㈱を通じ、上記会社の議決権の過半（間接所有を含

む）を所有しております。 

   ５．価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案し価格交渉の上で決定しております。  

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金 
又は 

出資金 
（千円） 

事業の
内容又 
は職業 

議決権等
の所有 

(被所有) 
割合(％) 

関係内容
取引の
内容 

取引金額 
（千円） 科目 期末残高

（千円）役員の
兼任等 

事業上
の関係 

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半を所有し

ている会社

等（当該会

社等の子会

社を含む） 

シグマアイ

ティエス㈱ 
東京都 
中央区 150,000 

通信制御

系システ

ム、ＩＴ

Ｓ、電子

応用機器

等のソフ

トウェ

ア・ハー

ドウェア

の設計及

び開発 

被所有

0.2 
兼任

2名 
システム開

発の委託 
業務委託

費 18,149 未払金 1,465

シグマトロ

ン㈱ 
東京都 
中央区 65,000 

電子応用

機器のソ

フトウェ

ア・ハー

ドウェア

の設計・

開発・製

造 

被所有

0.5 
（0.2） 

兼任

2名 
システム開

発の委託 
業務委託

費 29,714 未払金 1,753

北部通信工

業㈱ 
福島県 
福島市 310,000 

ＦＡ・Ｏ

Ａ関連機

器、無線

通信応用

機器他、

ソフトウ

ェア全

般、開

発・設

計・製造

被所有

0.2 
兼任

2名 

システム開

発の受託 
業務受託

料 11,589 売掛金 1,157

部品等の購

入 
購入部品

費 59,522 買掛金 506

ハイテクシ

ステム㈱ 
東京都 
千代田区 80,000 

一般アプ

リケーシ

ョン、制

御系ソフ

ト、管理

システム

の設計・

開発 

被所有

1.3 
（0.4） 

兼任

3名 

システム開

発の受託 
業務受託

料 45,809 売掛金 9,327

システム開

発の委託 
業務委託

費 10,744 買掛金 1,092

ナレッジウ

ェア㈱ 
東京都 
中央区 50,000 

一般ファ

ームウェ

ア・アプ

リケーシ

ョン及び

制御系ソ

フトの設

計・開発

被所有

0.0 
兼任

1名 
システム開

発の受託 
業務受託

料 37,694 売掛金 7,961

豊栄実業㈱ 
東京都 
杉並区  27,000 

損害保険

の販売代

理店等 

被所有

0.0 
（0.5） 

兼任

4名 
保険料の支

払 
保険料 26,242 － －

高栄商産㈱ 
群馬県 
前橋市  10,000 

リース業

務等 

被所有

0.1 
（0.9） 

兼任

2名 
システム開

発の受託 
業務受託

料 57,982 － －


